
98

●95.5％（191社）の企業が製品レベルでの安全性確認を

行っている。

●製品レベルでの安全性について、「栄養成分分析」を行って

いる企業が80.5％（161社）で最も多い。

●「外観」が72.5％（145社）で2番目に多く、「菌検査」が

56.5％（113社）と続く。

●前回調査より、製品レベルでの安全性の確認実施率が84％

から96％へと高まっており、原材料同様、製品レベルでの安

全性に対する企業意識の高まりがうかがえる。

●製品レベルでの安全性確認は、原材料の安全性確認より確

認項目数でやや率が下がるが、ほとんどの企業が実施して

いる。

●95.0％（190社）の企業が原材料の安全性確認を行っている。

●原材料の安全性の確認について、 「栄養成分分析」 を行っ

ている企業が77.0％（154社）と最も多い。

●また6割を超えるものとしては、「菌検査」62.0％（124

社）、「残留農薬検査」61.0％（122社）が行われている。

●前回調査より、原材料の安全性の確認実施率が90％から

95％へと高まっており、安全性に対する企業意識の高まり

がうかがえる。

●その他を除く8項目でみると、8項目全ての安全性確認を

行っている率が最も高く、原材料の安全性に関する高い意

識がうかがえる。

●行っていない企業の10社は、仕入れ販売形態の企業である。

3 SAFETY_ 安全性について

原材料の安全性の確認

製品レベルでの安全性の確認

1

2

調査内容

調査内容

原材料の安全性について、どのような確認を行っているか。

製品レベルでの安全性について、どのような確認を行っているか。

【原材料の安全性の確認】

77.0

154社

62.0

124社

61.0

122社

58.0

116社

51.5

103社

44.5

89社

41.5

83社

34.5

69社

15.0

30社
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10社

栄
養
成
分
分
析

菌
検
査

残
留
農
薬
検
査

外
観

重
金
属
検
査

ア
レ
ル
ゲ
ン
物
質
の
確
認

ヒ
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検
査

放
射
性
物
質
測
定

そ
の
他

行
っ
て
い
な
い
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8項目
21.1％

7項目
11.1％

6項目
11.1％

5項目
8.4％

4項目
11.6％

3項目
7.9％

2項目
12.6％

1項目
16.3％

※複数回答

【製品レベルでの安全性の確認】

80.5

161社

栄
養
成
分
分
析

72.5

145社

外
観

56.5

113社

菌
検
査

46.0

92社

重
金
属
検
査

44.5

89社

残
留
農
薬
検
査

39.0

78社

ア
レ
ル
ゲ
ン
物
質
の
確
認

38.5

77社

ヒ
素
検
査

33.5

67社

放
射
性
物
質
測
定

14.0

28社

そ
の
他

4.08社

行
っ
て
い
な
い

100

80

60

40

20

0

（％）

8項目
18.8％

7項目
8.9％

6項目
10.5％

5項目
7.9％

4項目
7.9％

3項目
15.7％

2項目
19.4％

1項目
11.0％

※複数回答

概要

概要

考察

考察

●サプリメント取り扱い企業200社のうち、197社がいずれか

商品に関する注意喚起表示を行っている。

●「摂取方法」についての注意喚起表示が92.5％（185社）

で最も多い。

●次に、「アレルギーに関する表示」 が81.0％（162社）、 

「妊産婦や子供に対する注意表示」 が64.5％（129社）と

続く。

●注意喚起の表示については、各企業の判断で行われている

状況。

●「体調不良が起こった場合の対応」などについては、業界と

しての対応策をまとめる必要もある。

●取り扱い商品数別にみても、いずれも「摂取方法」について

の注意喚起表示を行う企業が最も多い。

注意喚起の内容について6
調査内容 商品に関する注意喚起について、どのような表示を行っているか。

【注意喚起の内容について】

92.5

185社

81.0

162社

64.5

129社

53.5

107社

47.5

95社

5.0
10社

1.53社

※複数回答
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20
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（％）

概要 考察

2 ADVERTISING_ 広告表示について

摂
取
方
法

ア
レ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
表
示

妊
産
婦
や
子
供
に
対
す
る

注
意
表
示

体
調
不
良
な
ど
が
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可
能
性
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示

体
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不
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が
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し
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合計 185社 162社 129社 107社 95社 10社 3社

取
り
扱
い
商
品
数

1～10点（84社） 91.7% 73.8% 51.2% 48.8% 45.2% 3.6% 1.2%

11～20点（55社） 85.5% 80.0% 65.5% 52.7% 40.0% 3.6% 3.6%

21～30点（15社） 100.0% 100.0% 86.7% 66.7% 60.0% 6.7% 0.0%

31～50点（21社） 100.0% 90.5% 81.0% 61.9% 61.9% 4.8% 0.0%

51点以上（25社） 100.0% 88.0% 80.0% 56.0% 52.0% 12.0% 0.0%
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●44.0％（88社）の企業が【「健康食品」の安全性評価ガイド

ライン】を知っていると回答。

●【「健康食品」の安全性評価ガイドライン】を認知している

88社のうち、30.7％（27社）が「全商品活用している」、

30.7％（27社）が「ほとんどの商品で活用している」と答え

ており、認知している企業の約6割の企業で積極的に活用

されている。

●認知は半数を割っているが、認知企業の活用度（「全商品」、

もしくは「ほとんどの商品」）は60％を超えており、行政の示

す指針を取り入れつつ、安全性評価を実施していることがう

かがえる。

●製造工場がGMPを取得していると回答の企業は全体の

71.0％（142社）であった。

●そのうち、全ての商品をGMP取得工場で製造している企業

は35.2％（50社）となった。

●前年度調査より、GMP取得の製造工場でサプリメントを製造

している企業が増加しており、安全性への対応を重視してい

る姿勢がうかがえる。

3 3SAFETY_ 安全性について SAFETY_ 安全性について

【「健康食品」の安全性評価ガイドライン】の認知率と活用状況 製造工場の健康食品GMP取得状況3 4
調査内容 調査内容「健康食品」の安全性評価ガイドラインの認知と活用状況は。 取り扱い商品の製造工場は、健康食品GMPを取得しているか。

また、どの程度取得しているか。

【「健康食品」の安全性評価ガイドラインの認知率】 【「健康食品」の安全性評価ガイドラインの活用状況】

知らない
56.0％

（112社）

ほぼ半数の商品で
活用している
5.7％（5社）

ほとんどの商品で
活用していない

20.5％（18社）

全商品活用していない
12.5％（11社）

全商品活用している
30.7％（27社）

ほとんどの商品で
活用している
30.7％（27社）

知っている
44.0％（88社）

全商品、もしくは
ほとんどの商品で
活用
61.4％

【製造工場の健康食品GMP取得状況】 【GMP取得工場で製造されている商品の割合】

取得していない
28.5％（57社） 31～70%の商品

20.4％（29社）

30%以下の商品
13.4％（19社）

不明
0.5％（1社）

71～99%の商品
29.6％（42社）

不明 1.4％（2社）

取得している
71.0％（142社）

100%の商品
35.2％（50社）

概要
概要

考察
考察

◎「健康食品」の安全性評価ガイドラインは、『「いわゆる健康食品」の安全性ガイドライン』として、

（公財）日本健康・栄養食品協会が作成したもので、2005年2月、厚生労働省が「錠剤、カプセル状

等食品の原材料の安全性に関する自主点検ガイドライン」を定めて、通知しました。

◎このガイドラインに基づいて当該協会が、評価対象を原材料のみではなく最終製品にも拡げ、事

業者自らが製品製造にあたって製造方法の適否や販売の可否等を判断し安全性を担保するため

に、自主点検フロー図とともに提示したものです。

◎「健康食品」の安全性評価ガイドライン、及びフローチャートについては、以下より確認できます。

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/06/dl/s0624-6e.pdf

◎GMP（Good Manufacturing Practice）とは、「適性製造規範」を意味します。原材料の受け

入れから製造、出荷に至る全ての過程において、製品が安全に作られ、一定の品質が保たれるよ

うに定められた規則とシステムのことです。

◎GMP認定は、厚生労働省の「健康食品GMPガイドライン」に基づいて、民間の団体である第三

者機関が、申請のあった健康食品製造会社の工場ごとに審査、査察し、客観的に行っています。

◎現在、日本で健康食品のGMPの審査を行っている第三者機関は、（公財）日本健康・栄養食品協

会（GMP認定企業数90（2012年12月現在））と（一財）日本健康食品規格協会（同26（2012

年11月現在））の2団体です。

用語解説 用語解説

「健康食品」の安全性評価ガイドラインとは GMP（Good Manufacturing Practice）とは
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●安全性のチェック体制については、63.5％（127社）が「委

託メーカーや卸で行っている」と回答しており、最も多い。

●2番目に多いチェック体制は「社内の専門部署で行ってい

る」で41.0％（82社）となっている。

●原材料や製品レベルの安全性確認やチェック体制につい

て、前回調査と比べて「既に十分強化しており、維持してい

る」と答えた企業は27.0％（54社）。

●「前回より強化された」と答えた企業は23.0％（46社）。

●「前回より縮小された」と回答した企業はなかった。

●「十分強化しており、維持している」または「前回より強化さ

れた」と回答した企業が50.0％（100社）となり、消費者の

安全性に対するニーズがますます高まる中、企業の体制強化

の様子がうかがえる。

3 3SAFETY_ 安全性について SAFETY_ 安全性について

安全性のチェック体制について 安全性確認・チェック体制 2011年度との比較5 6
調査内容 調査内容安全性のチェックはどのように行っているか。 前回2011年度の登録時と比較して、原材料や製品レベルの安全性確認や

チェック体制は強化されたか。

【安全性のチェック体制について】

80

60

40

20

0

（％）

63.5

127社

41.0

82社

26.0

52社

23.0

46社

4.0
8社 0.51社 0.51社

※複数回答

【取り扱い商品数別の安全性チェック体制】

80

60

40

20

0

（％）
※複数回答

1～10点（84社）
11～20点（55社）
21～30点（15社）
31～50点（21社）
51点以上（25社）

57.1％
52.0％

【原材料や製品レベルの安全性確認・チェック体制の2011年度との比較】

前回と変わらない
30.5％（61社）

２０１１年度は登録していない
19.0％（38社）

不明 0.5％（1社）

前回より確認やチェック体制が
縮小された
（0社）

前回より確認やチェック体制が
強化された
23.0％（46社）

既に十分強化しており、
維持している
27.0％（54社）

概要
概要

考察
考察

委託メーカーや
卸で行っている

社内の専門部署で
行っている

外部の専門機関で
行っている

専門部署はないが
関連部署で行っている

その他 行っていない 不明

合計 127社 82社 52社 46社 8社 1社 1社

自社で製造し、販売（51社） 39.2% 70.6% 41.2% 17.6% 3.9% 0.0% 2.0%
他社で製造し、自社ブランドで販売（146社） 67.1% 41.1% 26.0% 25.3% 2.1% 0.0% 0.7%
他社商品を仕入れて販売（74社） 74.3% 21.6% 18.9% 31.1% 4.1% 1.4% 1.4%
その他（6社） 33.3% 83.3% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

委託メーカーや
卸で行っている

社内の専門部署で
行っている

外部の専門機関で
行っている

専門部署はないが
関連部署で行っている

その他 行っていない 不明

合計 127社 82社 52社 46社 8社 1社 1社

取
り
扱
い
商
品
数

1～10点（84社） 65.5% 36.9% 23.8% 21.4% 6.0% 0.0% 0.0%
11～20点（55社） 69.1% 38.2% 29.1% 34.5% 3.6% 0.0% 0.0%
21～30点（15社） 73.3% 33.3% 26.7% 20.0% 0.0% 0.0% 6.7%
31～50点（21社） 47.6% 57.1% 19.0% 19.0% 0.0% 0.0% 0.0%
51点以上（25社） 52.0% 52.0% 32.0% 8.0% 4.0% 4.0% 0.0%

●
使
用
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
原
材
料
の

配
合
割
合
を
明
確
に
す
る
こ
と

Step

8
●
原
材
料
あ
る
い
は
基
原
材
料
を
用
い
て

安
全
性
試
験
を
実
施

Step

7
●
基
原
材
料
に
含
ま
れ
る
成
分
等
の

安
全
性
に
関
す
る
文
献
調
査
等
を
実
施

Step

6
●
基
原
材
料
の
安
全
性
情
報
に
関
す
る

文
献
調
査
等
を
実
施

Step

5
●
原
材
料
は
既
存
食
品
と
考
え
ら
れ
る
か

（
原
材
料
自
体
に
十
分
な
食
経
験
が
あ
る
か
） 十分な食経験がある場合、Step8へ

Step

4
●
基
原
材
料
の
基
原
、原
材
料
の

製
造
方
法
等
の
保
証
方
法
の
明
確
化

Step

3
●
食
薬
区
分
の
確
認

Step

2
●
す
べ
て
の
原
材
料
が
何
で
あ
る
か
を

明
確
に
す
る
こ
と

Step

1

最終製品レベル 原材料レベル 最終製品レベル

■「健康食品」の安全性評価フローチャート ※『「健康食品」の安全性評価ガイドライン』より

●原材料、製品レベルの安全性チェック体制は、販売形態に

よって異なるが、いずれかのチェック体制で安全性確認を

行っている姿勢がうかがえる。

●「自社で製造販売」の企業は社内の専門部署で行う率が高

い一方、「仕入れて販売」の企業は委託メーカーや卸で行っ

ている率が高い。

●取り扱い商品数別にみると、31点以上の商品を取り扱って

いる企業は、5割以上が「社内の専門部署」で行っており、

取り扱い商品数に比例して高まる傾向にある。
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4 4CONSUMER_ 消費者対応について CONSUMER_ 消費者対応について

●97.0％（194社）の企業が消費者の相談窓口を設置して

いる。

●受付メディアとして「電話」窓口が95.0％（190社）と最も多い。

●続いて「メール」が85.0％（170社）、FAXが74.5％（149

社）、手紙が67.0％（134社）。

●前回調査と比較して、いずれのメディアも設置率が高まって

おり、中でも「メール」窓口の比率が一番伸長している。

●これは消費者の幅広いメディアのニーズに応える姿勢の表

れであり、各企業、体制を強化している。

●「メール」窓口の設置については、通販企業として必須メディ

アになりつつあり、「電話」窓口の設置率に近づきつつある。

●「電話」窓口の土日営業は企業により対応が異なるが、その

補完として「メール」窓口を活用している様子がうかがえる。

●消費者相談窓口の常時在籍している相談担当者人数は「2

〜3人」が30.4％（59社）と最も多く、「4〜6人」が18.0％

（35社）と2番目に多くなっている。

●年間の消費者からの問い合わせ件数と担当者人数の相関

をみてみると、件数に応じた人員体制になっていることがう

かがえる。

●消費者からの年間問い合わせ件数は、「50件以下」の企

業が32.0％（62社）で最も多く、「100〜500件未満」が

16.5％（32社）でその次に多い。

●5,000件以上の企業は14.9％（29社）となっている。

●売上高に比例して問い合わせ件数も上昇する傾向がみら

れる。

消費者相談メディア 相談担当者の人数

消費者からの問い合わせ件数

1 2

3

調査内容 調査内容

調査内容

消費者相談のメディアと対応可能な曜日は。 消費者相談窓口の常時在籍人数は。

サプリメントに関する内容で、消費者からの年間問い合わせ件数は。

【相談担当者の人数】 【担当者人数と問い合わせ件数の相関】

１
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40

30
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0

（％）

6.7

13社

２
〜
３
人

30.4

59社

４
〜
６
人

18.0

35社

７
〜
９
人

9.3

18社

10
〜
19
人

12.4

24社

20
人
以
上

11.9

23社

常
時
在
籍
の
者
は

い
な
い

10.8

21社

不
明

1人

（％）

2～3人

50件以下

4～6人

7～9人

10～19人

20人以上

0.51社

46.2 0

40.7

34.3

16.7

20.8

17.4

5.1

11.4

16.7

29.2

43.5

50～100件未満 100～500件未満 500～1,000件未満
1,000～2,000件未満 2,000～5,000件未満 5,000件以上

【消費者相談メディア】

100

80

60

40

20

0

（％）

電
話

95.0

190社

メ
ー
ル

85.0

170社

Ｆ
Ａ
Ｘ

74.5

149社

手
紙

67.0

134社

そ
の
他

3.57社

窓
口
は
な
い

3.06社

不
明

0.51社

※複数回答

【消費者窓口対応可能曜日】

毎日対応
36.8％
（70社）

毎日対応
80.0％（136社）

土日のどちらかが休み
23.2％（44社）

土日の
どちらかが休み
5.3％（9社）

平日のみ対応
39.5％
（75社）

平日のみ対応
14.1％（24社）

その他 0.6％（1社）その他 0.5％（1社）電 話 メール

【消費者からの年間問い合わせ件数】

５００～１，０００件未満
11.3％（22社）

１，０００～
２，０００件未満
7.7％（15社）

２，０００～
５，０００件未満
7.2％（14社）

５，０００件以上
14.9％（29社）

不明 0.5％（1社）

５０件以下
32.0％（62社）

５０～１００件未満
9.8％（19社）

１００～５００件未満
16.5％（32社）

概要 概要

概要

考察 考察

考察
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●消費者からのサプリメントに関する問い合わせ内容は、「商

品に関する問い合わせ」が最も多く89.2％（173社）で、そ

の次に「成分に関する問い合わせ」76.8％（149社）、「摂

取に関する問い合わせ」が70.1％（136社）と続く。

●商品について効果効能や有効性データなどを謳うことがで

きない中で、やはり消費者からはそれらに関する問い合わ

せが多く寄せられている。

●消費者相談担当者の所有資格で最も多いのは「薬剤師」で

21.1％（41社）となっている。

●「管理栄養士」が18.0％（35社）で2番目に多く、その次に

「サプリメントアドバイザー」で15.5％（30社）となっている。

●前回調査と比較すると、何れの資格も所有率が高まってお

り、専門知識を有する人材が増えている。

●今後も薬剤師や管理栄養士、サプリメントアドバイザーと

いった有資格者は増加すると推察される。

サプリメントに関する問い合わせ内容 相談担当者の有している資格4 5
調査内容 調査内容サプリメントに関する内容で、消費者からの問い合わせ内容は。 消費者相談窓口の担当者が有している資格は。

【サプリメントに関する問い合わせ内容】

商
品
に
関
す
る

問
い
合
わ
せ

100

80

60

40

20

0

（％）

89.2

173社

成
分
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ

76.8

149社

摂
取
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ

70.1

136社

薬
と
の
飲
み
合
わ
せ
に

つ
い
て
の
問
い
合
わ
せ

66.0

128社

ア
レ
ル
ギ
ー
に
関
す
る

問
い
合
わ
せ

57.7

112社

品
質
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ

55.7

108社

安
全
性
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ

54.1

105社

そ
の
他

9.3
18社

不
明

1.02社

※複数回答

【相談担当者の有している資格】

薬
剤
師

30

20

10

0

（％）

21.1

41社

管
理
栄
養
士

18.0

35社

サ
プ
リ
メ
ン
ト

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

15.5

30社

そ
の
他
資
格
者

9.3

18社

栄
養
士

8.8

17社

医
師

0.51社

※複数回答

概要 概要考察 考察

◎2002年、厚生労働省は「保健機能食品等に係るアドバイザリースタッフの養成」についての考

え方を都道府県知事、及び、関連団体に通知しました。

◎その中で、「様々な保健機能食品が流通する中、消費者が健康維持増進のために適切な健康食

品を安全にかつ適切に選択できるよう、正しく情報を提供できるアドバイザリースタッフの存在が

重要」としています。

◎また、「適切な情報提供や相談にあたるには、保健機能食品等に関する適切な知識、栄養素とそ

の機能、摂取方法や過剰摂取の防止、食品と医薬品の相違や関連法律などを十分に理解する必

要があり、養成にあたっては民間団体が養成の実施主体になることが適切」としており、これに基

づき、いくつかの民間団体がサプリメントアドバイザー資格を認定する機関として設立されました。

◎今後、さらなる高齢化社会を迎える日本において、健康に対する関心の高まりと共にサプリメント

市場が拡大し、消費者にとって有益となる適切な情報を提供するサプリメントアドバイザーの需

要は増大していくと思われます。

用語解説

サプリメントアドバイザーとは

健康食品は機能性の表示が制限されている

こともあり、人気や売上が「No. 1」であること

を広告で強調することが多いようです。2012

年にはある行政機関がサプリメントの利用率調

査を社名入りランキングで公表、一位になった

企業がランキングを大きく新聞広告に掲載し、

業界で話題となりました。広告で自社の優位性

を強調したいあまり、我田引水になれば、景品

表示法に抵触する可能性もあります。No. 1表

示のあり方については、公正取引委員会がガイ

ドラインを公表していますので、これを確認し

て行う必要があるでしょう。

その「No. 1」は大丈夫ですか?
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